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１．市川市事例の報告

２．取組展開の課題感



脱炭素先行地域 市川市妙典





補助制度について 令和7年8月8日
カーボンニュートラル推進課

２. 太陽光発電・蓄電池設置１.既存住宅断熱改修

４.新築集合住宅（ZEH-M）３.高効率空調・高効率給湯器

上限 15万円/戸 補助
（玄関ドアを改修する場合は上限20万円）

2/3補助

事業実施主体:地方公共団体・民間事業者・個人 事業実施主体:地方公共団体・民間事業者・個人

事業実施主体:地方公共団体・民間事業者・個人 事業実施主体:地方公共団体・民間事業者・個人

2/3補助
（年間上限3億円）

2/3補助
ガス給湯器

高効率空調

集合住宅の場合

4・5階建ての場合

上限120万円/戸 補助
（このうち玄関ドアは上限5万円）

戸建住宅の場合



地域課題の同時解決：ロジックモデルの追求

エリア内アンケートより

地域課題：「子育て世帯の定住促進」



賃貸居住者の声

•住戸不満の程度（引越しとの関係）

• 不満解消の効果（今の賃貸住戸により長く住みたいと思うか）

エリア内アンケートより
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自治体
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１．市川市事例の報告

２．取組展開の課題感
• 市町村における温暖化対策の政策優先度は高いとはいえない（栗島他, 2022）

• 果たして市町村は、法律により義務付けられる事務を的確に実施できるのだろ
うか（北村, 2023）



（出典）第一回研究会資料



（１）垂直的関係性
• 国の削減目標をそのまま自治体の削減目標とするのは間違っている（倉坂, 2021）
• 環境施策における自治体間相互参照：国・府県の情報を重視する自治体ほど参照行動を
行わない（大野, 2015）

• 策定状況の地域差：事務事業編の策定率は都道府県で異なる

図 都道府県別策定率（2021年）
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（２）水平的関係

• ISO14001取得要因分析：同一県内の市区町
村の取得を模倣した可能性がある（三木・宮
本, 2013）

• 自治体間ネットワークの存在は、環境規制
実施に正の影響を与える（平田, 2017）
土壌汚染対策法の命令発出と、自治体間ネットワー
ク有無の関係

• 全国に11の担当者会議グループ
• 担当者会議のメンバーシップである自治体部署の
方が、より調査命令を発出しやすく、積極的な実施
活動を行う傾向がある

出典 平田（2017）129頁



事務事業編の策定要因
• 自治体の状況（人口規模、担当部署の有無、関連条例有無、財政状況など）が
事務事業編策定確率に影響する（高浜,2024）

出典 高浜（2024）



事務事業編策定状況の一次接近①
• 自治体の状況（人口規模、担当部署の有無、関連条例有無、財政状況など）が
事務事業編策定確率に影響する（高浜,2024）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

政

令

指

定

都

市

中

核

市

施

行

時

特

例

市

1
0

万

人

以

上

３

万

人

以

上
1
0

万

人

未

満

１

万

人

以

上

３

万

人

未

満

１

万

人

未

満

計画期間中 計画期間経過 計画なし

図 事務事業編の策定状況



事務事業編策定状況の一次接近②
• 環境省は、事務事業編の運用に環境マネジメントシステム（EMS）の活用を推
奨している（地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・実施マニュアル）

• 活用状況は団体規模により異なる

図 事務事業編でのEMS活用状況
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事務事業編策定状況の一次接近③
• 京都市を皮切りに、温暖化対策関連の条例が多く制定されている

• しかし、制定状況は団体規模により異なる

図 温暖化対策関連の条例策定状況
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国の財政的支援
• 普通交付税の基準財政需要額で必要財源を考慮

地方交付税制度：すべての地方団体が一定の行政水準を維持しうる財源を保証

（出典）『令和6年度地方交付税制度解説（単位費用編）』

普通交付税における「包括的算定経費」で算定

（人口分） 1. 企画費 2. 環境費 3. 総務費 4．各種委員（会）等費 5.議会費 6. 建設事業費

（面積分） 1. 企画費 2．河川・水防費 3. 建設事業費
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